
 

１７．後期高齢者医療事業  

 

令和２年度後期高齢者医療特別会計収支決算の状況 

     歳 入 総 額             ７９，５２１，８９７円 

     歳 出 総 額             ７６，７３１，５２５円 

     差   引              ２，７９０，３７２円 

     翌年度へ繰越すべき金額   １，４５５，６００円（保険料負担金） 

     翌 年 度 繰 越 金              １，３３４，７７２円 

 

予算の補正の状況 

 令和２年度中は、７月、９月、１２月、３月の４回の補正を行った。 

                                        (千円) 

当初予算額 
第1号補正 

（2年7月） 

第2号補正 

(2年9月) 

第3号補正 

(2年12月) 

第4号補正 

(3年3月) 
最終予算額 

82,030 0 497 △1,395 △1,338 79,794 

 諸 支 出 金 、

予備費 (歳出

予算内で200

千円の組替) 

繰 入 金 、 繰

越 金 、 諸 収

入 、 一 般 人

件 費 、 広 域

連 合 納 付

金、予備費 

保 険 料 、 繰

入 金 、 一 般

人 件 費 、 広

域 連 合 納 付

金 

保 険 料 、 繰

入 金 、 電 算

委 託 料 、 広

域 連 合 納 付

金 

 

 

１．収支の状況  

 １）歳 入     

 科    目  決 算 額（円） 前年度比較(円) 総額に対する割合 備考 
 

後期高齢者医療
保 険 料 51,630,649 400,298 64.93％ 

 

使用料及び手数料 4,300 200 0.00％ 
 

繰 入 金               E 25,046,000 150,000 31.50％ 
 

繰  越  金 2,686,548 95,095 3.38％ 
 

諸  収  入 154,400 154,400 0.19％ 
 

A歳 入 合 計               E 79,521,897 799,993 100.00％ 
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(1) 後期高齢者医療保険料 

    保険料収納額は、特別徴収分が３６，８６５千円、普通徴収分が１４，６７５千円

の収入となり、調定額５１，６８９千円に対して９９.７１％の収納率であった。 

滞納繰越分は、調定額１２８千円に対して収納額９１千円であった。 

(2) 使用料及び手数料 

    手数料は、保険料の督促手数料として徴収した。 

(3) 繰入金 

保険料軽減措置に対する保険基盤安定事業負担金分として一般会計で受けた県負担

額（3/4）１２，６５０千円に町負担額（1/4）４，２１７千円を加えた１６，８６７

千円と、事務費分８，１７９千円を当会計に繰入れた。 

(4) 繰越金 

令和元年度出納整理期間中に収入のあった保険料を広域連合に納付するため令和２

年度へ繰越した。 

(5) 諸収入 

    新型コロナウイルス感染症に伴う保険料減免による令和元年度(過年度)分の保険料

還付金として長野県後期高齢者医療広域連合から補填された。 

 

２）歳 出              

  科  目 決 算 額（円） 前年度比較(円) 総額に対する割合 備 考 
 

総 務 費 7,843,736 668,435 10.22％ 
 

後期高齢者医療 
広域連合納付金 

68,733,389 △126,666 89.58％ 
 

諸 支 出 金 154,400 154,400 0.20％ 
 

歳 出 合 計 76,731,525 696,169 100.00％ 
 

(1) 総務費 

総務費は、主に人件費であり、その他は一般管理費３４２千円と徴収費８３９千円

の支出である。 

(2) 後期高齢者医療広域連合納付金 

後期高齢者医療広域連合納付金の内容は、保険基盤安定分１６，８６７千円と保険料分 

５１，８６７千円の納付分である。 

(3) 諸支出金 

    新型コロナウイルス感染症に伴う保険料減免による令和元年度(過年度)分の保険料

還付金である。 
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２．事業の実績 

 １）被保険者の状況 

   ※人口3,992人（Ｒ3.3.31現在）に対する被保険者の割合は25.50％ 

 

２）保険料の賦課状況   

保険料額                     （長野県後期高齢者医療広域連合資料より） 

区       分 所得割 均等割 

保険料算出数値 

基準所得額 被保険者数 

423,027,283円 1,089人 

保険料率 均等割額 

 8.43％ 40,907円 

算出保険料額 （円） 35,661,015 44,547,723 

限度額超過額 （円） 5,004,488 ― 

軽減前保険料額 （円） 75,204,250  

１人当り賦課額 （円） 69,058  

軽 減 額 （円） 18,479,959  

月割減額 （円） 3,803,691  

広域内異動分保険料減額 （円） 528,800  

新型コロナウイルス感染症  

による減免（令和２年度分） 
（円） 813,200  

決定保険料額合計(端数切捨) （円） 51,538,700  

 令和２年度調定   （円） 51,515,300  

 令和３年度調定   （円） 23,400  

   令和元年度からの変更点 

    均等割は据え置き、所得割変更  ８．３０% → ８．４３％ 

    均等割軽減(所得)割合変更    

８．５割軽減 → ７．７５割軽減 ８割軽減 → ７割軽減 

    均等割軽減(２割・５割)判定所得変更 

    ５割軽減：２８万円 → ２８．５万円 ２割軽減：５１万円 → ５２万円 

    年間保険料の限度額変更  ６２万円 → ６４万円 

 

 

区 分 被保険者数 

 65歳～74歳

障害認定者 

(再掲) 

前被用者保険

の被扶養者 

(再掲) 

３割 

負担者 

１割 

負担者 

３月末現在 

対象人数（人） 
1,018  29  989  25  4  

全体に対する 

割合(％) 
100.0  2.8  97.2  2.5  0.4  
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軽減額（均等割） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）保険料の収納状況 

４）医療の状況 

 (1) 総医療費                                              

 

 

区 分 ７.７５割軽減 ７割軽減 ５割軽減 ２割軽減 

人数（人） 254 169 216 123 

金額（円） 8,052,562 4,839,315 4,418,064 1,006,386 

被扶養者 合計 

8 770 

163,632 18,479,959 

区 分 調定額(円) 収納額(円) 不納欠損額 未収額(円) 収納率(％) 

特別徴収 36,865,200 36,865,200 0 0 100.00 

普通徴収 14,823,400 14,674,700 0 148,700 99.00 

現年度分計 51,688,600 51,539,900 0 148,700 99.71 

滞納繰越分 127,649 90,749 0 36,900 71.09 

合  計 51,816,249 51,630,649 0 185,600 99.64 

  

区  分 件 数 金 額（円） 前年度比較 

総医療費  708,216,305 △31,706,679 

内 
 

 
 

訳 

診 療 費 15,273 504,635,700 △14,186,460 

 

入院費用額 424 234,259,220 △15,252,411 

入院外費用額 13,259 247,833,620 3,534,261 

歯科費用額 1,590 22,542,860 △2,468,310 

薬剤支給 11,783 186,976,480 △11,153,310 

入院時食事・生活療養費 394 9,940,759 △2,140,857 

訪問看護療養費 82 4,345,140 △3,864,790 

療 養 費 165 2,318,226 △361,262 

 

一般診療 2 32,570 20,020 

補装具 19 493,695 △567,053 

柔道整復 99 934,961 347,361 

アンマ・マッサージ 34 699,970 △121,970 

はり・きゅう 10 140,530 △46,370 

食事等差額支給 1 16,500 6,750 
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(2) １人当り医療費                      （単位：円） 

 

５）給付の状況 

 医療給付等   

 

６）人間ドック助成事業の状況 

 対象者  町内に住所を有する長野県後期高齢者医療制度被保険者 

 補助率  人間ドック費用の10分の７（限度額30,000円） 

 補助額  378,214円（内長寿・健康増進事業交付金：215,519円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

被保険

者数 (人 ) 

支弁額 

① 

一部負担額 

② 

収入額 

（再掲） 

総医療費 

①＋② 

1人当り医療費 

1,031 645,812,215 62,404,090 0 708,216,305 686,922 

長野県平均 

818,902 

区   分 金   額（円） 前年度比較  

医療給付費 651,583,277 △27,112,473 

 
うち７割分 20,053,793 △5,754,328  

うち９割分 631,529,484 △21,358,145 

（
再 

掲
） 

療養給付費 640,452,061 △22,644,407 

訪問看護療養費 3,299,094 △4,089,843 

療養費 2,061,060 △322,034 

高額療養費 4,695,765 △400,095 

高額介護合算療養費 1,075,297 343,906 

葬 祭 費（50,000円/件） （64件）  3,200,000 （8）400,000  

区 分 日 帰 り １泊２日 脳ドック(再掲) 

男 １０人 １人 １人 

女 ３人 ０人 １人 

計 １３人 １人 ２人 

285


	02目次
	03統合版
	02議会事務局
	2-0　議会・監査総括
	2-1,2　議会関係、監査関係
	2-1-2　議会工事関係一覧（修正なし)
	Sheet1


	03総務課
	3-0　総務課総括修正
	3-1　職員関係
	成果

	3-2　庶務関係
	3-3　自治振興関係
	3-4　選挙関係 
	3-5,6,7,8 防犯,消防,防災,交通安全 
	3-9　管理関係
	3-１０-1　財政関係
	予算歳入
	予算歳出
	R02繰越計算書
	R01繰越決算書

	3-１０-2　財政関係（2）～（3)
	収支各指数表
	歳入決算
	歳出決算
	町債発行状況
	一般会計町債残高


	05もっと元気に戦略室
	5-0 もっと元気に戦略室総括
	5-1 企画関係 
	５　もっと元気に戦略室所管
	１．企画関係
	（１）計画策定状況
	○策定計画
	（２）まちづくり会議・地域振興協議会等の開催状況
	まちづくり会議のあり方に関する協議が行われ、令和２年度より「地域振興協議会拡大会議」として地域振興協議会会長会議に統合された。
	（３）木曽森林管理署南木曽支署との行政懇談会
	（５）入札参加資格審査委員会　町が指名する際に定めている標準業者一覧以外の選定に係る案件
	また、国、県の制度を活用し、南木曽町出身者や南木曽町で働きたいという方に対しUIJター
	ンの支援として移住に要する経費（引越しや住宅確保の費用等）の助成制度を令和元年度に整備
	した。単身者は６０万円、２人以上世帯には最大１００万円を助成する。住民票を移す直前に５
	年以上東京圏・愛知県・大阪府に在住し、かつ、住民票を移す３ヶ月前の時点で５年以上就労し
	ていた者や、長野県のマッチングサイトに掲載されている事業所の求人であることなど、条件設
	定されている。令和２年度についてはマッチングサイトへ登録し、求人掲載されている南木曽町
	の事業所は５社（6/1現在）であり、移住された方の中で当該支援金を活用された方はいなかっ
	た。コロナウイルスの状況を踏まえながら、引き続き、町内事業所へのマッチングサイトへの登
	録呼びかけと移住者情報提供に努めていく。
	ホームページ人気サイトBEST３
	１.【見どころマップ】　妻籠宿見どころマップ　　　　　　18,258件
	２.【南木曽】　柿其渓谷　　　　　　　　　　　　　　　　17,506件
	３.【観光サイト】　バス・電車時刻表　　　　　　　　　　15,742件
	（８）地域発元気づくり支援金事業（町内分）
	（９）補助事業等つなぎ資金貸付
	（10）地域バス対策関係
	（11）木曽広域ケーブルテレビ整備事業
	（12）男女共同参画
	①南木曽町男女共同参画計画（第３次）　計画期間：平成25年４月１日～令和５年３月３１日
	特定事業主行動計画策定を上記計画に追記（平成28年４月１日）
	※南木曽町における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画を策定
	②啓発活動
	③男女共同参画関係調査への協力
	・町における女性の公職参画状況調査
	（14）電源立地地域対策交付金事業
	（15）リニア中央新幹線への対応
	①リスクを削減するための取組み
	平成26年６月にリニア整備に伴う生活や環境へのリスク削減について協議し、事業主体であるＪＲ東海に対して適切な対応を求めることを目的とするリニア中央新幹線対策協議会を設置した。ＪＲ東海との調整・交渉には町があたり、重要な決定事項を対策協議会に諮っている。
	②効果を活かすための取組み
	リニア中央新幹線開業を町の発展に繋げるため、リニア開業の後を見据えた地域づくりの指針として「南木曽町リニア活用基本構想」を令和２年３月に策定している。町が実施する各種事業と関連させながら、地域づくりを図っていきたい。
	（16）ふるさと南木曽応援寄付金（ふるさと納税関係）
	ふるさと納税制度の運用のあり方について、本来の制度趣旨を逸脱しないための手続きとして、令
	和元年度から地方税法の規定に基づき総務大臣指定が必要となった。令和２年度についても継続して
	６月１日から令和３年９月３０日まで指定を受け事業を実施した。
	平成26年度から、寄付者にお礼として南木曽町の特産品を送ることとし、町ホームページでＰＲ
	するとともに、平成29年９月からは、株式会社さとふるに業務委託し、インターネット媒体を活用
	したふるさと納税申し込み業務を開始することで、寄付者の利便性向上や寄付件数増加を図った。
	特産品については、ふるさと納税の趣旨を逸脱しない範囲、また、町内で生産及び収穫された特産
	品という考え方で、町内業者に呼びかけ返礼品の登録業務を行った。
	令和２年９月から、事業者やお礼品の登録数の伸び悩みや受注業務の負担を解消するため、株式会
	社さとふるの運営するサイトへの登録業務（事業者登録・お礼品登録）、インターネットやメールを
	利用できない事業者に対する代行受注業務を南木曽商工会へ委託した。結果、８４件だった登録返礼
	品が１０６件まで増加した。
	また、令和２年度より寄付金の活用事業項目に「新型コロナウイルス感染症対策」を追加した。
	○年度別 応援寄付金 受納実績
	○令和2年度 応援寄付金 活用事業先「新型コロナウイルス感染症対策」受納実績（内数）
	○令和2年度充当内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	（17）地域おこし協力隊
	○制度の概要
	「都会を離れて地方で生活したい」「地域社会に貢献したい」「人とのつながりを大切にして生きていきたい」「自然と共存したい」「自分の手で作物を育ててみたい」。今、都市に住む人達の中には豊かな自然環境や歴史、文化等に恵まれた「地方」に注目している人もいる。
	都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を移して生活の拠点を地方に置いた者を、地方公共団体が「地域おこし協力隊員」として委嘱。地域おこし協力隊とは、人口減少や高齢化等の進行が著しい地方において、地域外の人材を積極的に誘致し、その定住・定着を図ることで地域力の維持・強化を図っていく取り組みである。
	○実施主体は南木曽町
	平成26年度から地域おこし協力隊の制度を取り入れた。町の会計年度任用職員（平成26年度から令和元年度までは臨時職員）として採用し、一定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発販売・農林漁業への参加・住民の生活支援などの各種の地域活動に従事、あるいは自らの経験と技能を生かしながら起業して、当該地域への定住・定着を図っていく。
	○第１期隊員　平成26年４月１日採用　２名（平成29年３月31日任期終了）
	○第２期隊員　平成27年４月１日採用　３名（平成30年３月31日任期終了）※内１名中途退任
	○第３期隊員　平成28年４月１日採用　１名（平成31年３月31日任期終了）
	○第４期隊員　平成29年４月１日採用　３名（令和２年３月31日任期終了）
	○第５期隊員　平成30年４月１日採用　２名（令和３年３月31日任期終了）
	○第６期隊員　平成31年４月1日採用　２名　※内１名令和２年３月末中途退任
	○第７期隊員　令和２年４月１日採用　 ２名　※令和２年６月末、同年10月末中途退任
	○活動期間は、３年間
	○国（総務省）の支援
	次に掲げる経費について、特別交付税により財政支援
	①地域おこし協力隊員の募集等に要する経費：１団体あたり200万円上限
	②地域おこし協力隊員の活動に要する経費：隊員１人あたり440万円上限
	（賃金・報償費等の経費に290万円）
	（活動旅費、作業道具等、事務的な経費、定住に向けた研修等の経費に150万円）
	③協力隊最終年次又は任期終了翌年度に限り町内で起業に要する経費：１人あたり100万円上限
	○令和２年度の活動
	・南木曽を知る　　　各種イベントへの参加・地域や各種団体との交流・伝統工芸や特産品の調査・郷土料理の調査・これらを通じ南木曽町の魅力を発見し情報発信・なぎのこマルシェの開催
	・空家の再生　　　　コミュニティースペース「ミンツク」を活用したイベントの実施
	・ものづくり活動　　南木曽町の伝統工芸である南木曽ろくろ細工の技術習得を目指し
	ろくろの産地で実習を行った。
	〇任期終了した隊員　　‣１期隊員　任期終了後、中津川市に移転。町の事業は継続して関わる。
	姉妹都市である愛知県長久手市へ市職員として就職。
	‣２期隊員　任期終了後も町内に在住。ゲストハウス「結い庵」を開業。
	任期終了後も町内に在住していたが、王滝村に転居。
	‣３期隊員　任期終了後も町内に在住。
	ヤギ牧場「マウカラニゴートファーム」を開業。
	‣４期隊員　任期終了後も町内に在住。南木曽町役場に就職。
	南木曽町森林組合に就職。
	町内で伝統工芸や木工の店舗を開業予定。
	‣５期隊員　任期終了後も町内に在住。郡内事業所に就職し、町内で伝統工芸や木工の店舗を開業予定。
	研修先であった南木曽ろくろの事業所に就職。
	○おためし地域おこし協力隊
	総務省が新たに創設した制度を活用し、12月5日から8日までの4日間実施した。1名参加。
	地域おこし協力隊として活動する前に一定期間滞在し、受け入れ地域とのマッチングを図る。
	2泊3日以上の体験プログラム経費に1団体あたり100万円上限で特別交付税財政支援がある。
	（18）地方創生関係
	平成26年11月21日に「まち・ひと・しごと創生法」が成立した。法律は人口減少に歯止めをかけ東京圏への一極集中を是正して、将来にわたって日本社会を維持することを目的としている。地方創生事業の実施と並行して、町では南木曽町地方創生総合戦略会議を設置、南木曽町地方創生総合戦略を平成27年12月に策定した。また、検証会議を開催し総合戦略に係る事業効果の検証を実施した。
	また、平成27年度に策定した第1期計画が令和元年度をもって終了することに伴い、令和２年度から令和６年度を期間とした第２期計画の策定を行った。
	○地方創生検証会議
	南木曽町地方創生総合戦略では地方創生の施策ごとに具体的な数値目標による重要業績評価指標（KPI）を設定し、施策の効果を客観的な指標により検証を行うこととしており、効果検証の客観性を担保するために民間企業、U・Iターン者、教育関係者などの外部人材で構成する地方創生検証会議を開催し、地方創生総合戦略に位置づけられた各事業や地方創生推進交付金事業の効果検証を行った。
	検証会議　　令和２年７月１日(水)
	○南木曽町地方創生総合戦略会議
	令和元年度で第１期計画が終了するため、産官学金労で構成する「南木曽町地方創生総合戦略会議」において、国の方針に基づき、「第１期計画の継続」を力に、より一層充実・強化を図ることとし、令和２年度からの第２期計画が策定された。策定にあたっては住民からの意見、委員それぞれの見地から意見をいただき、その結果が戦略に反映されている。
	戦略会議　　第２期計画初年度であったため戦略会議は行わなかった。
	○若者まちづくり推進事業
	南木曽町のまちづくりについて、活気あふれる町の実現、若者に夢を与えるまちづくり、並びにこれを創造する方策の検討・展開を見据え、若者の意見や考え方を把握するため、各７地域と地域おこし協力隊、各青年団体の子育て世代を含む20～30代の男女21名に参加をいただき、「若者まちづくり会議」を立ち上げた。令和元年度中は様々な活動を継続的に行ってきたが、新型コロナの感染状況の中で活動ができなかった。会議や行事についての在り方について意見を聞くため、役員に対して３月にウェブ方式のアンケート調査を行い、翌年度...
	○インターンシップ事業
	過去から結びつきがある中京圏の若い人材（＝大学生）を南木曽町に誘致し、若者の発想力とアイディアを活かし、町および町内事業者にメリットがもたらされる事業であったが、新型コロナの感染状況を考慮して中止となった。
	（19）町内郵便局と包括連携に関する協定を締結
	町と町内郵便局が連携して人的・物的資源を活用し住民サービスの向上と地域経済の活性化に寄与することを目的に、１月６日、町と町内郵便局（南木曽・妻籠・蘭・田立）との間で、「包括連携に関する協定」を締結した。
	（20）農泊推進事業（南木曽「ウェルネス農泊」推進協議会）
	南木曽町の地域資源（自然や文化）を地域に根ざした観光事業等により地域地場産業の活性化や地域課題の解決を図る取り組みを民間事業者、地域住民、地元事業者、南木曽町が協議会という形をとり進めている。また、定期的なミーティングにより意思決定を行っている。
	主に国の交付金を活用して行う、事業実施主体の民間会社が行うハード事業（施設の整備）と、南木曽「ウェルネス農泊」推進協議会が行うソフト事業（メニュー開発等）がある。
	○ハード事業
	・田立元組地区の築150年以上の古民家を改修し宿泊滞在型観光事業を行うべく、平成30年12月に工事着手し、平成31年４月にオープンしたホテル「ゼナギ」の整備。
	・ホテル「ゼナギ」の隣接地に、宿泊以外のお客様に地域の食材を活かしたスローフード体験を
	いただく半屋外型レストラン「□△○（マルサンカクシカク）」を建築し、令和２年６月にオ
	ープンした。
	○ソフト事業
	・ミシュランガイド星付シェフによる地域の食材を用いた洋食及び和食のメニュー開発。
	・上記メニューは、ホテル「ゼナギ」の宿泊客や、レストラン「□△○（マルサンカクシカク）」
	でもスローフードメニューとして提供されている。
	・地域食材生産者との連携による、地域食材の流通確保。
	・訪れた観光客に体験いただくための、地域資源を活かしたアウトドア体験メニューの開発。
	・アウトドア体験メニュー開発における地元や関係団体との連携・協議、調整。
	・Ｗｅｂ等を活用しての首都圏からの人材（移住者）募集と、研修生としての受け入れ。
	（21）南木曽町公民館妻籠分館建設検討について
	重要伝統的建造物群保存地区内に存在する妻籠分館の建て替えに伴い、詳細を検討する妻籠分館（妻籠地区町並み交流センター）建設検討チームを平成30年８月より設置し、定期的に協議検討を進めている。令和２年度については、下記のとおり協議等を行い事業の方法についての確認や、近隣町村の庁舎建築状況の見学等を行った。また、地元の建築に携わる事業者のみなさんの手で建築いただくことを目的として、町内産材の地産地消を目指すため、発注方法に関する意向調査を行い、その意見をもとに発注方法について検討を重ねた（発注方法...
	（22）大学連携
	（23）新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業
	○Ｗｅｂテレビ会議システム構築事業（木曽広域連合実施事業）
	新型コロナウイルス感染症防止対策として、会議開催場所までの交通等の問題、遠隔地の担当者とのコミュニケーションの活性化等の観点から、Ｗｅｂテレビ会議システムの構築・活用を行った。
	【総事業費：16,203,000円　　　　南木曽町負担費：2,596,691円】
	○地域支えあい商品券プラス交通食事券配布による地域経済活性化買い物弱者支援事業
	新型コロナウイルスの影響による地域内経済対策と買い物弱者を含む町民への経済的負担を軽減するために下記商品券の給付事業を行った。
	・町民一人あたりに商品券10,000円分給付　29歳以下の若者世代に１冊ずつ上乗せ
	内訳：商品券7,000円　交通食事券3,000円分
	・精算換金額　39,307,300円
	内訳：500円券　55,866枚　27,943,000円
	300円券　37,881枚　11,364,300円
	・利用期限7月～10月末まで
	○年末年始地域支えあい商品券プラス交通食事燃料券配布及び年末年始プレミアム付き
	地域支えあい交通食事燃料券による地域経済活性化買い物弱者支援事業
	新型コロナウイルスの影響による地域内経済対策と買い物弱者を含む町民への経済的負担を
	軽減するために下記商品券の給付事業を行った。さらに消費喚起を促進するため、3,000円分を
	2,000円で購入できるプレミアム付きの交通食事燃料券の販売を行った。販売箇所は南木曽商工
	会と町内各郵便局。
	・町民一人あたりに商品券5,000円分給付　29歳以下の若者世代に１冊ずつ上乗せ
	内訳：商品券3,500円　交通食事燃料券1,500円分
	・精算換金額　35,394,700円
	内訳：500円券　33,179枚　16,589,500円
	300円券　23,009枚　 6,902,700円
	プレミアム券　39,675枚　11,902,500円
	・利用期限11月～令和3年2月末まで
	○町単独による無料乗合タクシー木曽病院線の運行（再掲）

	5-1-2 R2 コロナ臨時交付金実績
	修正
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	３．統計調査
	○令和２年工業統計調査【速報値】　　※令和元年工業統計調査は確定値
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